
2024・4
令和6年4月1日発行
第34巻1号／通巻第127号

本誌は当協会ホームページでもご覧になれます。
https://www.jalsha.or.jp/

編集発行：一般財団法人 地方公務員安全衛生推進協会
　　　　　〒102–0083 東京都千代田区麹町3–2 垣見麹町ビル3階
　　　　　電  話：03–3230–2021　ＦＡＸ：03–3230–2266

印　　刷：株式会社 東京法規出版
　　　　　〒113–0021　東京都文京区本駒込2–29–22
　　　　　電  話：03–5977–0355

「職場の安全と健康の会」
入会のご案内
　当協会では、広報誌、安全衛生管理に係る各種図書、
各種調査研究報告書などを発行し、全国の地方公共団
体の安全衛生担当課に無償配付していますが、他の部
局や出先機関、各種委員会、一部事務組合等からも「直
接入手したい」との要望があるため、「職場の安全と
健康の会」を設けて対応しています。ご入会いただい
た皆様には、協会が新規に発行する出版物や、協会主
催の各種研修会の案内などを随時お送りします。
　この機会にぜひご入会いただきますようご案内申し
上げます。
●会費	 1口　3,850円（税込）
●期間	 令和6年度（令和6年4月〜7年3月）
●特典	 1協会が新規に発行する出版物の送付
	 2協会主催の研修会、セミナー等の案内等の送付
●申込方法	 総務課へお問い合わせください。
	 TEL	03-3230-2021				FAX	03-3230-2021
●ホームページ	 https://www.jalsha.or.jp/club

令和6年度 「公務災害防止対策セミナー市町村研修支援」
　令和6年度「公務災害防止対策セミナー市町村研修支援」の実施団体を募集しております。本事業は、公務災害の未然防止及び健
康の保持増進（メンタルヘルス関係を含む）を目的として、地方公共団体などが実施する市区町村職員対象の公務災害防止対策研修
(法定の教育は除く。）に関して、講師の派遣などについて支援を行うものです。この機会にぜひ、本事業をご活用ください。
◆支援対象研修
❶都道府県が管内市区町村（一部事務組合を含む。以下同じ。）職員
を対象として実施する公務災害防止対策研修
❷都道府県の市長会、町村会及び管内市区町村職員を対象として研
修を実施する公共的団体が、当該団体の構成市区町村の職員を対
象として実施する公務災害防止対策研修
❸市区町村が、当該市区町村の職員を対象として実施する公務災害
防止対策研修
※❶～❸に掲げる研修の受講者数は、概ね50人以上とします。
※同一の地方公共団体等への支援は年1回とし、5年間に3回までの支援
を限度とします。
※支援を希望する地方公共団体などが多数の場合は、当協会の審査によ
り決定します。

◆支援内容
講師に係る謝金、旅費を当協会の基準により支援します。謝金の基準
は、90分まで5万円、以降30分ごとに1万円を限度とします（支援の上
限は8万円）。限度額を超える場合は各団体のご負担となりますので
ご留意ください。
＊申請書類等はホームページからダウンロードできます。
◆お問い合わせ
研修課　TEL：03-3230-2021　FAX：03-3230-2266
　　　　ホームページ：https://www.jalsha.or.jp/schd/

公務災害防止啓発映像教材 新刊図書のご案内
安全で健康に働くために
新任職員・若手職員の安全衛生管理
　当協会では、地方公務員災害補償基金から委託を受け、
新任職員・若手職員が公務災害防止に積極的に取り組む
意識を高めるとともに、具体的な知識や対策を身につけ、
公務災害を未然に防止できる内容の映像教材を制作し、
当協会HPにて地方公務員向けに限定公開しています。よ
くある公務災害事例とその対策、健康管理の基本やメン
タルヘルス不調の予防にどのような対策が有効かなどに
ついて解説していますので、ぜひご覧ください。

　メンタルヘルス不調による休業者
が円滑に復職し、かつ再休業に陥ら
ないためには、休業中の過ごし方が
大切です。本書ではメンタルヘルス
不調による休業者に向けて復職まで
の全プロセスを示しつつ、休業前か
ら休業中、復職後の職場定着まで、
各段階での適切な過ごし方や気を付
けることなどを解説しています。また、職場の休業制度を
書き込める様式など復職支援に活用できる様式の掲載や、
ご家族や職場関係者が留意すべき点なども解説していま
す。休業者への休業前の配布資料や支援者への参考資
料などとして、ぜひご活用ください。

職場の健康づくりシリーズ第84号
メンタルヘルス不調による
休業者のための
職場復帰ハンドブック
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